
様式第９号（第１４条，第２８条関係）

年度 事業成績書

（ 認可事業者・届出事業者の名称 ）

１ 更生保護事業

(1) 継続保護事業

ア 宿泊の供与をした被保護者の実人員とその内容

保護の種別 保護観察所の長の 被保護者か
委託に基づく保護

らの申出に
（委託保護）

基づく保護
合 計

補導援護 更生緊急
小計 （任意保護）

区 分 ・救護 保護

前年度からの継続 (A)

当年度 入 所 (B)

開 始 種別異動 (C)

当年度 退 所 (D)

終 結 種別異動 (E)

翌年度へ継続 (A+B+C-D-E)

実人員 (A+B+C)

種別異動を除く実人員(A+B)

イ 宿泊の供与及び食事の給与をした延人員

保護の種別 保護観察所の長の
被保護者か

委託に基づく保護
らの申出に

（委託保護）
基づく保護

合 計

補導援護 更生緊急
小計 （任意保護）

区 分 ・救護 保護

宿泊供与延人員

食事給与延人員



ウ 退所者の保護の期間その他の状況

保護の期間(人) 退所理由(人) 退所先(人) 退所時の職業(人)

５日未満 円満退所 親族 専門的・技術的職業従事者

10日 〃 勧告退所 知人・友人 管 理 的 職 業 従 事 者

20日 〃 無断退所 下宿・借家等 事 務 従 事 者

１月 〃 事故退所 就業先 販 売 従 事 者

２月 〃 その他 社会福祉施設 サ ー ビ ス 職 業 従 事 者

３月 〃 その他 保 安 職 業 従 事 者

６月 〃 不詳 農 林 ・ 漁 業 作 業 者

１年 〃 運 輸 ・ 通 信 従 事 者

２年 〃 技能工，採掘・製造・建設作業者及び労務作業者

３年 〃 無職者

３年以上 不詳

計 計 計 計

(2) 一時保護事業

ア 保護を行った被保護者の実人員

被保護者の種別 補 導 援 護 ・ 救 更生緊急保護の
その他の者 合 計

区分 護 の 対 象 者 対 象 者

実人員

イ 保護の内容

被保護者の種別 補 導 援 護 ・ 救 更生緊急保護の
その他の者 合 計

区分 護 の 対 象 者 対 象 者

帰住の援助

医療の援助

就職の援助

金品の 帰住旅費 ( ) ( ) ( ) ( )

給与又 食 事 費 ( ) ( ) ( ) ( )

は貸与 そ の 他 ( ) ( ) ( ) ( )

生活相談

その他

(3) 集団処遇の実施状況

(4) 連絡助成事業

ア 認可事業者・届出事業者に対する助成等に関する事項

イ その他の事項

２ 公益事業

(1) 事業の実施結果に関する事項



(2) その他の事項

３ 収益事業

(1) 事業の実施結果に関する事項

(2) その他の事項

（備考）

１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ４とすること。

２ １の(1)のアの「当年度開始」の欄の「種別異動(C)」の欄には，保護実施中に保護の種別が変更して当該
種別に該当することになった者の数を，「当年度終結」の「種別異動(E)」の欄には，該当しなくなった者
の数を，それぞれ記載すること。

３ １の(1)のイの「宿泊供与延人員」及び「食事給与延人員」の欄には，それぞれ１人１日分を延１人とし

て記載すること。

４ １の(2)のイには，同一の被保護者に複数の保護を実施した場合には，各該当欄にそれぞれ１名分として

記載すること。「金品の給与又は貸与」の欄の各欄の括弧内には，貸与した者の数を内数として記載するこ

と。

５ １の(3)には，当該年度内に実施した集団処遇について，その種類（酒害教育，薬害教育等）ごとに回数

及び参加延べ人員を記載すること。

６ 公益事業のうち少年法第２５条第２項第３号の規定による補導委託については，２の欄の記載に代えて次

のとおり記載することができる。

(1) １の(1)のア及びイの区分の各欄について，それぞれ合計を欄外に枠を設けて記載すること。

(2) １の(1)のウにおいて同様の表を用いて「（家庭裁判所からの補導委託）」の表題を付して本表の次に別記

すること。
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